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電子帳簿保存法スキャナ保存の申請を支援する準備パックを新発売 

～申請の検討過程で参考にできるサンプルコンテンツを提供～ 

 

 

リコージャパン株式会社（社長執行役員：松石秀隆）は、電子帳簿保存法スキャナ保存申請を検討してい

る企業向けに「電子帳簿保存法スキャナ保存申請準備パック」を 4 月 11 日に発売します。 

これまで、申請を検討するお客様に対し、リコージャパンが行ってきた法令要件に適合するシステム選定

支援、適正事務処理要件に準じた管理体制の構築支援といったコンサルティングノウハウをもとに、お客様

が効率的に申請検討プロセスを推進できるサンプルコンテンツをパッケージで提供します。 

 

「電子帳簿保存法スキャナ保存申請準備パック」は、申請までの検討過程をパターン化し、対面でのコン

サルティングを依頼するよりもローコストでお客様自身によって手続きを進められるようにすることを目的とし

ています。法令制度および、システム化における注意事項解説書籍（JBMIA※1 発行物）や検討プロセスご

とに参照すべき国税庁資料のＵＲＬ、電子化方法の判断基準、社内調査用フォーマット（※2）、教育資料、

文書管理ソフトウエアの詳細マニュアルなどを 43 種類の電子データとして CD-ROM に同梱しています。 

※1 JBMIA：一般社団法人 ビジネス機械・情報システム産業協会 

※2 調査用資料は OA ソフトで流用可能なフォーマットデータ 

 

製品名 リコー 電子帳簿保存法スキャナ保存申請準備パック 

標準価格(消費税別) 298,000 円  

発売日 2017 年 4 月 11 日 

 

 

2015 年 3 月および 2016 年 3 月と電子帳簿保存法施工規則が改正され、取引書類の法定保存に関す

る規制緩和が進みました。 

電子帳簿保存法スキャナ保存制度は、すべての民間企業において、取引書類のスキャナによる電子化と

電子データでの 7 年間の保存を容認する制度です。 

しかし、実施にいたっては、税務署に申請をして許可を得る必要があり、その際、新たな電子化業務の設

計や適応システムの採用、電子化業務規程の制定など申請までに検討するプロセスが煩雑で、多くのお客

様は推進方法がわからないため、申請件数が増加していないのが現状です。 

 

リコージャパンは、電子帳簿保存法に対応したシステム、対面コンサルティング、電子化業務代行もあわ

せて提供することで、電子帳簿保存法スキャナ保存の採用による税務検査時の透明性の実現と、お客様に

おける各種帳簿の管理業務の効率化に貢献いたします。 
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ご提供するサンプルコンテンツ 

 

はじめに  

 0_1_電子帳簿保存法スキャナ保存申請準備の進め方 

 0_2_改正電子帳簿保存法スキャナ保存申請準備パックコンテンツ一覧  

1_電子帳簿保存法スキャナ制度申請検討手順 

 1_1_国税関係書類電スキャナ制度申請検討手順例  

2_法令要件の把握（法令の要件を正確に把握するためのコンテンツ） 

 2_1_国税関係書類に関する公的コンテンツ 2017 年 1 月現在 

 2_2_社内制度理解用セミナー資料_電帳法改正による証憑の電子保存のポイント  

3_新業務フローの検討（対象取引書類の選定、現状業務の可視化、改善後業務の決定の参考） 

 3_1_課題整理表例 

 3_2_業務プロセス可視化_基礎編 

 3_3_電子化方法判断基準 

 3_4_交通費精算業務フローサンプル 

 3_5_国税関係書類棚卸票サンプル 

 3_6_スキャニング手順案  

4_業務チェック・マネジメントの検討（国税要件をみたす相互けんせい、定期検査内容決定の参考） 

 4_1_スキャニング作業チェック項目案 

 4_２_スキャニングチェックシート案 

 4_３_スキャニング業務定期検査項目チェック表案 

 4_4_法令対応説明一覧表案  

5_電子化効果・実現性の検証（スキャニング保存後の費用対効果試算のための参考） 

 5_1_現状保管工数および費用算出表 

6_電子化・保存システムの検討（国税要件を満たすシステム選定のための参考）  

 6_1_システム構成物選定項目 

 6_2_検索情報付与のためのスキャニングシステムイメージ 

 6_3_ソフト機能一覧表 

 6_4_国税関係書類 電子化対応ソリューションカタログ 

 6_5_Ridoc Smart Navigator V2 カタログ 

 6_6_Ridoc Smart Navigator V2 カタログ 

 6_7_タイムスタンプに関する情報 

 6_8_文書管理システム取り込み検索情報のサンプル 

 6_9_Ridoc Smart Navigator フォルダ_文書タイプ構成案  

7_業務規定整備の検討（国税要件を満たす電子化業務の運用を定義する規定例） 

 7_1_経費精算処理にかかる事務処理規程 

 7_2_国税関係書類管理規程および電子化細則案 

 7_3_スキャニング業務作業要領 
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8_ソフトウエア詳細マニュアルサンプル（JIIMA 電帳法スキャナ保存ソフト法的要件認定済リコーソフト） 

 8_1_電子帳簿保存法スキャナ保存制度対応システムマニュアル V1 

 8_2_Ridoc Smart Navigator 利用者ガイド 

 8_3_Ridoc Smart Navigator 管理者ガイド 

 8_4_Ridoc Smart Navigator タイムスタンプガイド 

 8_5_Ridoc Smart Navigator エージェントツール使用説明書 

 8_6_Ridoc GlobalScan ユーザーズガイド 

 8_7_Ridoc GlobalScan 管理者ガイド 

 8_8_Ridoc GlobalScan バーコード認識 プラグインユーザーズガイド 

 8_9_Ridoc GlobalScan ファイル自動入力プラグイン管理者ガイド 

  

9_手配準備フォーマットサンプル(サービス手配時の参考サンプル) 

 9_1_サンプル_キャビネットフォルダ設計(文書一覧表）案 

 9_2_サンプル_Ridoc Smart Navigator V2 導入準備シート（タイムスタンプ用） 

 9_3_サンプル_Ridoc Smart Navigator V2 導入準備シート_スタンダードモード 

 9_4_サンプル_アマノタイムスタンプサービス 3161 ご利用規約 

 9_5_サンプル_アマノタイムスタンプサービス 3161 契約申込書 

 9_6_サンプル_アマノタイムスタンプサービス 3161 契約変更_解約依頼書 

 

■公益法人日本文書情報マネジメント協会からのエンドースメント 

公益法人日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）はリコージャパンの電子帳簿保存法スキャナ保存申請

準備パックの発売を歓迎します。 

このパックには、JIIMA による「電帳法スキャナ保存ソフト法的要件認証」に合格したソフトウエアが用いら

れています。多くの民間企業が、電子帳簿保存法スキャナ保存要件を満たす認証ソフトを用いて、正しく

運用し、書類の電子化による効率化を推進されることと期待します。 

公益法人日本文書情報マネジメント協会 

理事長 高橋通彦 

 

 
 

| リコーグループについて | 

リコーグループは、ドキュメントマネジメントシステム、ITサービス、プロダクションプリントソリューション、ビジュアルコミュニ

ケーションシステム、デジタルカメラ、産業用製品・サービスなどを世界約200の国と地域で提供するグローバル企業です

（2016年3月期リコーグループ連結売上は2兆2,090億円）。 

創業以来80年にわたり、高い技術力、際立った顧客サービスの提供と、持続可能社会の実現への積極的な取り組みを行

ってきました。 

想像力の結集で、変革を生み出す。リコーグループは、これからも「imagine. change.」でお客様に新しい価値を提供して

いきます。 

より詳しい情報は、こちらをご覧ください。 http://jp.ricoh.com/ 
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内容物紹介
●⼀般社団法⼈ビジネス機会・情報システム産業協会
電⼦帳簿保存法スキャナ保存制度解説と検討の⼿引き
174ページ冊⼦

●商品説明とコンテンツリスト

●コンテンツ⼊りCD ●お問い合わせ窓⼝
電⼦帳簿保存法スキャナ保存申請準備パックのコンテン
ツに関するお問い合わせをメールにて受付いたします。

＜コンテンツ⼀部イメージ＞

●3_新業務フローの検討 ●4_業務チェック・マネジメントの検討

●６_電⼦化・保存システムの検討

3_1_課題整理表例

分類 経営者の期待 現状 潜在的な課題 電子帳簿保存法対応の課題 ・・・

①業務運用変更の社内合意形成 ①要件にあった業務設計
②業務運用手順書の作成 ②書類保存運用の変更
③新業務の定着促進 ③監査時のシステム利用

システム化未実施 ①業務生産性向上のためのシステム設①要件の理解
最新技術の調査不足 ②システム実装技術の選択 ②要件を満たすシステム設計
現状システムの固定化 ③他システムへの影響排除 ③要件を満たすITインフラ採用
システム対応要員不足 ④現行業務との並行稼働の運用設計 ④要件を満たす保守の実現

⑤ITインフラの整備 ⑤長期システムの維持
⑥IT機器の整備
⑦新たなシステム保守の発生対応

①新システム管理規程の制定 ①要件の理解
②新業務標準の制定 ②要件にあった規程作成
③文書管理規程の改定

その他 間接人員数の抑制 業務要員不足 ①新たな業務要員の確保 ①対応のための工数増加の抑制

・

・

・

・

・

・

制度面
時代に対応した制
度への変更

書類による業務を前提にし
た規程

運用面 効率的業務への転換固定的業務運用の定着

システム面
効果的なシステム
の早期導入

取引書類の電子化に関する検討判断

取引書類は特性に応じて、有効な電子方法（パターン）があります。

どのパターンを採用するかは、管理目的、検索頻度、書類のタイプ、管理部署、
て左右されます。以下にその判断例を記載しますので、自社のケースをあてはめ

スキャニング
検討

取引書類
の管理目的

は？自主的目的 法定義務

達成目標
は？

省スペース

検索性向上
機密性向上

業務フロー
効率化

文書管理システム
導入の検討

電子ワークフロー
システム

導入の検討

法定期間
紙保存維持

早期廃棄

今後の
紙原本の
扱いは？

交通費精算業務新フロー　　　　

申請者 承認者

起
票
・
申
請

審
査
・
承
認

経
理
処
理

振
込
処
理

交
通
費
精
算

システム銀行
営業部

経理担当者

会計
Host

データ確認

領収書貼付

データ確認

振込完了確

振込処理

経費精算WF

有

無

内容確認

証憑台紙印

領収書

認印(申請)

申請書起票

部門、目的、依頼先

申請書入力

経費精算ワークフロー上でやりとりが行われる

日付、訪問先、金額、出発
地、到着地、目的、経路

割印

認印(承認)

証憑

領収書と入力内容の差異

データ転送

証憑

データ転送

確認

認印(承認)

リンクメール

リンクメール

社内便

経費精算WF

スキャン

タイムスタンプ付与

文書管理
システム

証憑

当社の資金や物の流れに直結・連動する書類のスキャナ保存要件への対応方法　■はシ

スキャニング対象書類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

項目
資金や物の流れに直結する書類の保
存要件

【早期入力方式】

 ・速やか（一週間以内）

【業務処理サイクル方式】
・業務処理にかかる通常の期間（1か月
以内）を経過後、速やか（1週間以内）
【特に速やか】

・3日以内のタイムスタンプ

作成または受領をする者等がスキャナで
読み取る場合は、上記入力期間の制限に
限らず、その者が書類に署名した後、特
に速やかにタイムスタンプ付与
（1） 解像度が200dpi相当以上

（2） 赤色、緑色、青色の階調がそれぞ

れ256階調以上

規則第3条第5項第2号の一定の要件を満
たすタイムスタンプを、一の入力単位ご
との電位的記録の記録事項に付すこと
課税期間の任意の期間を指定し、一括し
て検証することができること

スキャナで読み取った際の解像度、階調
及び当該国税関係書類の大きさに関する
情報を付与すること
ただし作成または受領をする者等がス
キャナで読み取る場合で、書類の大きさ
がA４以下の場合は、大きさ情報の保存
のみ不要

真
実
性
確
保

入力期間制限

一定水準以上の解像度及びカラー画像に
よる読み取り

タイムスタンプの付与

読取情報の保存

訂正・削除の履歴確保

国税関係書類に係る電磁的記録の記録事
項について訂正または削除を行った場合
には、これらの事実及び内容を確認する
ことができる電子計算機処理システムを
要すること

4-３_スキャニング業務定期検査項目チェック表案

マネジメント項目 判定 判定年月日 判定者

【体　　制】

1-1)
総責任者、運用責任者は、取引の承認ルール、スキャニング業
務の作業手順について、十分な知識を有しているか？

1-2)
国税関係書類の取引の処理に対し、部門責任者の承認が適切に
実施されているか？

1-3)
総責任者及び運用責任者は、スキャナ保存業務の手順、承認
ルールについて、理解しているか？

1-4) 責任者が不在の場合の体制が決められているか？

1-5)
事務処理規程の適用範囲の拡大について、各責任者の合意が取
られ、実践されているか？

1-6)
総責任者は、適度な頻度で、各担当者に対し、法的要件や作業
手順の理解のための教育を実施しているか？

1-7)
事務処理規程の職務分掌表の各責任者、担当者が業務実施期間
中在籍していたか？

職責

2 【電子化業務】

2-1)
運用責任者は、スキャナ保存の承認申請書に記載された装置
（スキャナ）を使用してスキャニング作業を実施しているか？

2-2)
運用責任者は対象証憑に応じて、スキャナの階調、解像度を適
切に設定することが出来るか？

6_1_システム構成物選定項目

保護 登録

自社の規則・運用

書類に関係する業務 受取 スキャン入力 情報保護 検索情報入力

対象データ イメージデータ
・保管形式
・検索情報
・入力記録

ソフトウエア仕様・機能
タイムスタンプ
付与

　検索情報と
　イメージの
　紐づけ

機器・部品

解説　電子帳簿保存法スキャナ保存制度に利用するシステムを選定するためには上記の項目の抜
かつ国税要件に適合したシステムを選定します。※システム要件はガイドブック（緑）参照

保管

生成

　　　　　書類の
　　　　ライフサイクル

選定項目区分

運用ポリシーと規則、手順書、記録

　　・スキャン仕様
　　・用紙サイズ
　　・業務実施者情報

　　・スキャン管理
　　・ワークフロー

スキャナ 文書管理システ

●上流の帳簿側システム
経費精算のデータ入力し、仕訳デ
ータが会計システムに帳簿として

作成されるシステム。
経費精算システム側でレコード番
号を表すバーコード付証票台紙を
印刷させる。
帳簿システム側から検索情報を一
括書出しする。

●下流の文書管理システム
スキャナでバーコード読み取りか
らイメージファイル名変更の仕組

みを用意する。
文書管理システムで検索情報とイ
メージを一括登録させ、タイムス
タンプ付与や一括検証を文書管理
システム側で行うようにする

バーコードと帳簿からのCSV書き出しで検索情報を
効率的に入力する方法
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システム例１

経費精算入力

経費精算
システム

バーコードなどがついた
証憑貼付用台紙印刷プリンタ

文書管理
システム

バーコード読み取り
一括ファイル名変換
できるシステム

複合機またはスキャナ

タイ ムスタ
ンプ付与

証憑イメージ
検索情報一括登録

一括検証

会計

システム

証憑

タイムスタンプ局

検索情報

3_1_課題整理表例

3_3_電⼦化⽅法判断基準 3_4_交通費精算業務フローサンプル

4_4_法令対応説明⼀覧表案
4_3_スキャニング業務定期検査チェック表案

6_1_システム構成物選定項⽬ 6_2_検索情報付与のためのスキャニングシステムイメージ

 

 


